
 

 

 

 

氏 名   川上 佐智子  

授 与 し た 学 位   博 士 

専攻分野の名称   経営学 

学 位 授 与 番 号   博甲第 6873 号 

学位授与の日付   2023 年 3 月 24 日 

学位授与の要件   社会文化科学研究科 社会文化学専攻 

（学位規則４条第１項該当） 

学 位 論 文 題 目   組織変革における抵抗に関する理論的・実証的研究 

～その類型化とマネジメントを対象にして～  

 学位論文審査委員   教授 松田 陽一   教授 岸田 研作 

            准教授 戸前 壽夫   

            学術研究院ヘルスシステム統合科学学域 教授 藤井 大児 

近畿大学経営学部 教授 團 泰雄 

 

 

 

学位論文内容の要旨 

川上佐智子氏の博士学位論文は、今日、企業をはじめ多くの諸組織の現場において関心の高い組

織変革（Organizational Change）における抵抗（resistance）という組織現象を対象にして、その

類型化（typification）を図り、次にそれを基にしてその実態と抵抗のマネジメントについて、理論

的にかつ実証的に提示し、さらに実践的価値も高い労作である。本研究の対象は、組織変革におけ

る抵抗という組織現象である。次に、本研究の方法は、定量・定性的方法を併用し、具体的にアン

ケート・インタビュー調査によるデータ収集を行っている。なお、本研究の組織変革における抵抗

に関して依拠する、および本論文において通底する理論としては、社会心理学者であるレヴィン

（Lewin，1951）の場の理論（field theory）を採用している。また、本論文における組織変革とは、

「組織または個人レベルの関係の改善をつうじて組織成果の向上を達成しようとする変革推進者

（change agent）、もしくは介入者（interventionist）の意図的な関係改善活動」であり、抵抗と

は、「企業の施策や活動の推進が、従業員の反対、拒否、無関心等の発言および行動によって阻害・

反抗・てむかいされる組織現象、あるいはその力」である。 

 

１．本論文の要約 

 本論文は、序章と結章、および７つの章の合計９章（目次９頁＋本文 215 頁；43 字×40 行）から

構成されている。以下に、その各章の概略を提示する。 



 

 

序章では、本研究における問題関心と課題について、述べられる。具体的に、第１節では、本研

究着手の契機となった川上氏の本学大学院進学前の職場体験に基づく問題関心について、４つの観

点が提示される。第２節では、本研究の課題である第１の課題として、組織変革における抵抗の実

態について、川上氏が独自に設定した類型に基づいて明らかにすること、第２の課題として、その

類型ごとに提示できる抵抗のマネジメント（①除去、②織り込み済）について、明らかにすること

が提示される。第３節では、本研究の対象である組織織変革の抵抗と本研究の方法である定量的方

法と定性的方法の併用という複眼的方法について、提示される。第４節では、本論文の構成につい

て、提示される。 

第１章では、本研究に関する定義と諸議論について、述べられる。具体的に、第１節では、組織

変革の定義について、奥村（1978）、金井（2004）、および松田（2019）が提示される。次に、

抵抗の定義について、古川（1990）、田尾（1999）、金井（2004）、および松田（2014，2019）が

提示される。次に、類型化の定義について、ヘイグ（Hage，1972）と三隅（1984）が提示される。

最後に、マネジメントの定義について、ドラッカー（Drucker，1974）、野中（1983）、伊丹・加

護野（2003）、および坂下（2007）が提示される。第２節では、組織変革に関する諸議論について、

最初に、ベニス（（Bennis，1966）の議論を中心に組織変革の背景が提示される。次に、組織変革

の組織現象としての特定について、ナドラー（Nadler，1998）の４類型が提示される。最後に、本

研究の研究アプローチについて、占部（1980）の統合的アプローチが提示される。第３節では、本

研究における抵抗に関する諸議論について、最初に、川上氏自身の職場体験に基づく抵抗へ着目し

た理由が提示される。次に、従来議論の歴史的・中心的な議論である除去と新しい議論として「織

り込み済」という２つの議論を取り入れた抵抗のマネジメントに関する議論について、提示される。

次に、類型化の意義について、提示される。最後に、抵抗と同意語的、あるいは混同的に使用され

てきたコンフリクト（conflict）について、マクロ・ミクロ組織論における扱い・定義・組織現象上

の異同、および物理学メタファーにおける異同が提示される。 

第２章では、経営学における人間観の変遷に基づいた抵抗議論のレビューについて、述べられる。

具体的に、第１節では、合理的経済人モデルにおける抵抗議論について、テーラー（Taylor，1911）、

ファヨール（Fayol，1916）、およびウェーバー（Weber，1947）の議論が提示される。第２節で

は、社会人モデルにおける抵抗議論について、メーヨー（Mayo，1933）、バーナード（Barnard，

1938）、およびリカート（Likert，1961）の議論が提示される。第３節では、自己実現人モデルに

おける抵抗議論について、マズロー（Maslow，1954）、マグレガー（McGregor，1960）、およ

びアージリス（Argyris，1964）の議論が提示される。第４節では、複雑人モデルにおける抵抗議

論について、シャイン（Schein，1965)の議論が提示される。 

第３章では、諸学問における類型化に関する先行研究のレビューについて、述べられる。具体的

に、第１節では、社会学における先行研究について、マートン（Merton，1957）とパーソンズ

（Parsons，1951）が提示される。第２節では、社会心理学における先行研究について、三隅（1984）

と古川（2003）が提示される。第３節では、経営学における類型化の先行研究について、野中（1974）

と加護野他（1983）が提示される。第４節では、要約と考察について、提示される。 



 

 

第４章では、抵抗のマネジメントに関する先行研究のレビューについて、述べられる。具体的に、

第１節では、社会心理学における先行研究について、レヴィン（Lewin et al.，1939・1951）、コッ

チ・フレンチ（Coch and French，1948）、リピット・ワトソン・ウェストレー（Lippit and Watson 

and Westley，1958）、シャイン（Schein，1965）、ベニス（Bennis，1996）、および上野（2012）

が提示される。第２節では、経営学における先行研究について、ロビンス（Robbins，1997）、コッ

ター（Kotter，1999）、および松田（2019）が提示される。第３節では、マネジメント実践におけ

る先行研究について、バーク（Burke，1982）、カンター（Kanter，1983）、およびナドラー（Nadler，

1995）が提示される。最後に、第４節では、要約と考察について、提示される。 

第５章では、本研究で実施した調査の設計について、述べられる。具体的に、第１節では、調査

の概要について、課題、対象、方法が提示される。第２節では、概念の操作化について、提示され

る。第３節では、調査の分析に使用する独自に作成した２軸・４類型の詳細な内容（着想と作成過

程をも含む。時間の長・短：閾値は１年間、規模の大・小：閾値は対象内組織従業員の 50％超・以

下、による４類型。１類型（長・大）、Ⅱ類型（短・大）、Ⅲ類型（短・小）、４類型（長・小））に

ついて、提示される。第４節では、調査で使用した質問項目と研究の課題との関連について、提示

される。第５節では、本調査における倫理事項とデータの管理について、提示される。 

以上が本研究の理論部である。第６章以降は、本研究のハイライトである実証部が提示される。 

第６章では、本研究で実施したアンケート調査の分析結果について、述べられる。具体的に、第

１節では、本調査の実施概要について、実施時間、質問（兼）回答票の郵送・メール送信数、回答

者の数が提示される。第２節では、アンケート調査の分析結果について、①抵抗時間と除去判断、

②抵抗の施策、③抵抗の規模（比率）、④抵抗の様相と要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメント

（除去と織り込み済）が提示される。なお、本章第２節以降においては、収集データに基づく統計

的な分析結果と前章で詳述・提示した４類型に対照した分析結果が同時に提示される。最後に、第

３節では、要約と考察について、提示される。 

第７章では、本研究で実施したインタビュー調査の分析結果について、述べられる。具体的に、

第１節では、回答者のプロフィールと調査の概要について、提示される。第２節では、Ⅰ類型であ

る D 社と F 社の分析結果について、①抵抗時間と除去判断、②抵抗の施策、③抵抗の規模（比率）、

④抵抗の様相と要因、⑤抵抗の除去、⑥抵抗のマネジメント：除去と織り込み済（以下、本章にお

いて同様である）が提示される。第３節では、Ⅱ類型である E 病院の分析結果について、提示され

る。第４節では、Ⅲ類型である G 社の分析結果について、提示される。第５節では、Ⅳ類型である

A 社、B 財団、および C 社の分析結果について、提示される。第６節では、要約と考察について、

提示される。 

 最後の結章では、本研究の結論と残された課題について、述べられる。具体的に、第１節では、

本研究の要約について、提示される。第２節では、本研究の結論について、提示される。第３節で

は、本研究の含意について、提示される。最後に、第４節では、残された課題について、提示され

る。 

 



 

 

２．本論文の結論 

結章においては、本研究の結論について、以下のように述べられる。 

第１に、組織変革の抵抗には組織現象として多様な実態の様相があり、独自に設定した類型に対

照すると充分とは言えないまでも適合的に説明することができる、である。①抵抗の時間について、

２か月から 12 年までであり、Ⅱ・Ⅲ類型では半年程度、Ⅰ・Ⅳ類型では３年～４年であり、閾値

（１年）については想定どおりであることが提示される。②抵抗の除去の判断理由について、Ⅰ類

型では前向きな発言と取り組み、Ⅱ類型では経常の仕事遂行の円滑化、Ⅲ類型では同意と協調、Ⅳ

類型では収束と協力であり、これらは時間の長短によって判断理由が変化することを示しており、

短期的には表層的、長期的には深層的になることが提示される。③抵抗の施策について、経営戦略

や方針の変更や人事諸制度の変更であり、これらはどの類型においても共通であるが、特定の施策

と類型との関係性については希薄であることが提示される。④抵抗の規模について、類型に即した

４つの分布に分けられることが提示され、閾値（従業員の 50％超）については想定どおりであるこ

とが提示される。⑤抵抗の様相について、Ⅰ類型では従業員の仕事への固執や人間関係の不満、Ⅱ

類型では従業員の強い嫌悪感による意識改革の必要性、Ⅲ類型では弱い嫌悪感と仕事への固執、Ⅳ

類型ではⅢ類型と同様であり、これらも類型との関係性のあることが提示される。⑥抵抗の要因に

ついて、Ⅰ類型では組織変革への不信感や自己の利益の損失や慣習、Ⅱ類型では組織変革への不信

感や不満と慣れた仕事のやり方への固執、Ⅲ類型では組織変革への不信感や不満、Ⅳ類型ではⅡ類

型と同様であり、類型との関係性の強いことが提示される。⑦抵抗の除去について、リーダーの率

先行動についてはⅠ類型からⅣ類型まで共通であり、さらにⅡ類型ではキーマンを変革に巻き込む

ことと抵抗者との信頼関係の構築があり、Ⅲ類型ではリーダーが従業員間のコミュニケーションの

向上に努めていることが特徴的であり、これらについても類型と関係性のあることが提示される。 

第２に、組織変革の抵抗における抵抗のマネジメント（除去と折り込み済）は、その類型ごとに

やや異なる様相を呈しており、独自に設定した類型に対照すると充分とは言えないまでも適合的に

説明することができる、である。①抵抗のマネジメント（除去）について、Ⅰ類型では人間関係の

維持、Ⅱ類型では早期に説明会や面談と勉強会等の具体的な手法の実施、Ⅲ類型では日頃からコミ

ュニケーションがとれる場の設定、Ⅳ類型では人間関係の改善行動が提示される。これについては、

Ⅰ類型とⅣ類型では共通して人間関係に関することであるが、その対象がⅠ類型ではキーマンと従

業員（抵抗者含む）であるのに対して、Ⅳ類型で抵抗者でることが提示される。これらより、類型

ごとに組織変革前の組織風土や人間関係の程度によって、その方法が異なり、人間関係の維持、あ

るいは人間関係の再構築においては時間が長くなることが提示される。 

次に、②抵抗のマネジメント（織り込み済）について、Ⅰ類型では抵抗者を早期に取り込むこと、

キーマンを推進チームに取り込むこと、および事前準備、Ⅱ類型では従業員に組織変革の推進の必

要性とそれを可能にする方法を考えさせること、良い人間関係の構築、Ⅲ類型では抵抗者を取り込

むこと、Ⅳ類型では抵抗者に役割を与えること、コミュニケーションによる良い人間関係や信頼関

係の構築が提示される。これらより、類型ごとに組織変革のプロセスにおける人間関係やコミュニ

ケーションの程度によってその織り込み済みの方法がそれほど大きく、また明確に分かる差異では



 

 

ないが、そのあることが提示される。 

 

３．本研究の含意と残された課題 

同じく結章においては、本研究の研究的価値を上げるために含意（理論的含意、実践的含意）と

残された課題について、以下のように述べられる。 

(1)含意 

①理論的含意：レヴィン（Lewin，1951）は、自身の組織変革プロセスモデル（解凍・移行・再凍

結の３段階モデル）において、その各段階の移行期間に抵抗の生起が見られるという組織現象のメ

カニズムを説明し、また集団に人を参加させることによって抵抗を除去するというマネジメントを

提唱している。本研究では、そこに織り込み済という新たなマネジメントを加えることによる今日

的な有用性が提示される。これは理論的貢献であると評価できる。 

②実践的含意：従来議論では、組織変革における抵抗は生起することが必然的であると考え、ネガ

ティブな議論が多かったが、抵抗のマネジメント（除去だけでなく、織り込み済）としてポジティ

ブに考えることによって有用なマネジメントが可能にもなることが提示される。また、コッチ・フ

レンチ（Coch and French，1948）が主唱し、従来からこの分野で多く引用される抵抗の除去マネ

ジメントとしての参加においては、そのマネジメントに関する詳細な記述が少なく、結論として全

員参加による生産性向上を提唱しているにすぎない。しかし、本研究では、そこに今日的で、実践

的でかつ詳細な、例えば、参加に関する時期、参加させる範囲（彼らは単に多ければ良いと主張）、

キーマンの役割確定と事前の取り込み、コミュニケーションによる現状のモニタリング、情報の伝

え方、場の設定等の詳細なマネジメントがその必要性とともに提示される。これは、従来から彼ら

の研究が実践的には大きくは深化しておらず、そこに川上氏のように組織変革におけるマネジメン

ト実践度の向上を図った実務家所以の含意が提示されており、大いに評価できる。 

(2)残された課題 

①本研究で提示した類型の抽出に関する２軸の妥当性（統計的一般化を図る。あくまで仮定的に

導出した２軸であること）、②本研究で提示した類型の予測性（今、我々はどの類型にいて、将来、

どの類型に行くのかに関する説明力がやや弱い）に欠けることが提示される。 

 

 

学位論文審査結果の要旨 

川上佐智子氏の学位論文の最終審査会は、１月 23 日午後１時より、文法経２号館１階中会議室

に於いて、審査員５名、具体的には、社会科学における博士学位論文作成の観点から本学・大学院

社会文化科学研究科の岸田研作教授、経営学の博士学位の観点から本学・同研究科の戸前壽夫准教

授、本学・ヘルスシステム統合研究科の藤井大児教授、学外審査員として近畿大学経営学部の團泰

雄教授、および主指導教員・松田陽一教授の下で、コロナ対応を図った上、対面で開催された（予

備論文審査会は 2022 年 7 月 13 日に、團教授を除く上記の審査員４名で開催）。 



 

 

 冒頭に、主指導教員の松田から、再度、ファイル綴り・回覧にて①川上氏の学術業績（規程では

論文２本以上と学会報告２回以上が要件であるが、それを大きくクリアしている）、および②インタ

ビュー調査に係る関係者の文章のチェックと公開了承済の文章についての提示・説明があった。次

に、川上佐智子氏のプレゼンテーションが 60 分間行われ、引き続き審査員の質疑・指導等が 30 分

行われた。 

 審査員からは、多くの質疑・指導等があった。評価できる点として、①昨年７月の予備論文審査

会時点より、指摘事項等についてかなり修正が施されており豊富はデータに基づく力作である、②

多様な学問（社会学、社会心理学、経営学）から数多くの、それも古典を踏まえた先行研究のレビ

ューが丁寧に行われており研究の質が高いと評価できる、③依拠している理論であるレヴィンの３

段階モデルに修正（３段階モデルの各段階間で生起すると説明されている抵抗について、サブルー

ティン的にその説明可能なアイディア（２軸・４類型））を持ち込んだことは興味深く、本研究の理

論的貢献であると評価できる、等である。また、実務家の職場体験から着手した興味深い研究の成

果であり、この分野に新たな知見を提示した研究ではないか、という好評もあった。 

 その一方で、審査員からは以下のような指摘・指導があった。①各類型で提示している内容につ

いて２軸（時間と規模）との関係で充分に説明することはできるのか、②類型化の基になっている

２軸について、時間と規模としているが、これ以外に、マネジメントスタイルやスパンオブコント

ロールのように別の概念で軸を規定した方が説明力は向上するのではないか、同様な指摘として③

軸設定のメタファーとして地震の物理的・独立的な次元を想定しているが、必ずしも独立的ではな

くても良いのではないか、④抵抗のマネジメントとして、経営者（組織変革を推進する立場）の観

点による言及がもう少しあっても良いのではないか、⑤問題設定がやや大きすぎ、もう少しテ－マ

の扱い等を絞った方が論旨はより明確になるのではないか、よって⑥リサーチデザインの枠組みと

課題の関係がやや明確ではなく、レビューとリサーチデザインの関係性もやや弱いのではないか、

⑦残された課題にある独自の４類型の予測性と統計的一般化の向上については、今後、期待したい、

⑧レビューが充実しているのは良いがそこから不足しているものを実証する、というスタイルも考

慮してほしい、⑨類型の名称について、単に 1～Ⅳ類型も良いが、特徴づけてネーミングしたらど

うだろうか、等である。 

これら以外にも、多くの指摘や指導が審査員から活発になされたが、それらは、博士学位の授与

について問題はなく、さらに本論文の学術的な質を上げ、今後の川上佐智子氏の研究発展に期待す

べき課題ともいえ、好意的なものが大半である。以上より、審査員一同、川上佐智子氏に博士学位

（経営学）を授与することに対して、異論はなく、認められた。 


